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株式会社エスプールとの業務提携に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 29年 10月 30 日に、以下のとおり、株式会社エスプール（東証 JASDAQ コード：

2471、以下「エスプール」）との間で、アルバイト・パート領域におけるＲＰＯ（Recruitment 

Process Outsourcing）事業における業務提携契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

厚生労働省が発表した 2017 年 8月の有効求人倍率は 1.52倍と、前月に引き続き 43年 5カ月

ぶりの高い水準となっており、特に飲食や小売などのサービス業や運輸業においては、深刻な人

手不足が続いております。 

このような経営環境のもと、サービス業、運輸業界に多くの顧客を持つ当社とエスプールが提

携することにより、日本国全体で深刻化している人手不足問題の課題解決において、より広い範

囲・広い視野で向き合い、支援の幅を拡大できるとの考えのもと提携の運びとなりました。 

 

２．業務提携の内容等 

（１）業務提携の内容 

本提携により、当社の採用コンサルティングノウハウと、エスプールが得意とする求人応募

の受付代行業務を融合することで、顧客企業の様々な採用課題に対し、最適かつ効果的な採用

支援サービスを提供するものといたします。 

 また本提携内容は、以下のとおりとなります。 



・新規顧客獲得における共同営業 

・求人募集代行領域における最適な募集・採用方法を提案 

・応募受付代行領域におけるノウハウの融合と専門性向上、顧客ならびに応募者への対応力 

強化 

 ・災害などのリスクが発生した際でも安定的な応募受付が可能な体制の構築（BCP対応） 

（２）業務提携による効果 

  本提携により初年度で 50 社の共同受注を目指してまいります。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社エスプール 

（２） 所 在 地 東京都千代田区外神田 1-18-13 秋葉原ダイビル 6F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 浦上 壮平 

（４） 事 業 内 容 ビジネスソリューション事業、人材ソリューション事業 

（５） 資 本 金 3 億 6,695万円 （2017年 5 月末現在） 

（６） 設 立 年 月 日 1999年 12月 

（７） 大株主及び持株比率 

浦上 壮平                      17.29％ 

吉村 慎吾                      13.17％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   8.20％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません 

人 的 関 係 記載すべき人的関係はありません 

取 引 関 係 記載すべき取引関係はありません 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
関連当事者への該当はありません 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 26年 11月期 平成 27年 11月期 平成 28年 11月期 

 連 結 純 資 産 756百万円 663百万円 1,041 百万円 

 連 結 総 資 産 2,155 百万円 2,664 百万円 3,717 百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 251.66円 218.74円 344.52円 

 連 結 売 上 高 6,604 百万円 7,267 百万円 9,236 百万円 

 連 結 営 業 利 益 207百万円 59 百万円 507百万円 

 連 結 経 常 利 益 191百万円 49 百万円 496百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
165百万円 △68百万円 408百万円 

 １株当たり連結当期純利益 58.89 円 △22.86円 135.85円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 10 円 10 円 10 円 

 

 



４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議日 平成 29年 10月 16 日 

（２） 契 約 締 結 日 平成 29年 10月 30 日 

（３） 事 業 開 始 日 平成 29年 11月 1日（予定） 

 

５．今後の見通し 

本件が当社の連結業績に与える影響については、現在精査中であり、適時開示が必要になった

場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


